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Ⓡわんこきょうだい 岩手県庁の隣です

　２月定例会は、２月14日から３月
24日まで開催されました。令和２
年度岩手県一般会計予算など知

事から提出された91件の議案は全て可決・同
意され、委員会が提出した妊産婦医療費助成
制度の創設を求める意見書など16件の議案は
全て可決されました。
　また、知事からは、東日本大震災津波、平成
28年台風第10号災害および令和元年台風第
19号災害からの復旧・復興を力強く進めると
ともに、いわて県民計画（2019～2028）に基
づく施策の力強い推進などについて、教育委
員会教育長からは、きめ細かな学校教育の実
践と教育環境の整備・充実、復興を支える人づ
くりの 推 進
などについ
て演述が行
われました。

　２月定例会では、令和２年度一般会計予算、令和２年度一般会計補正予算（第１号）や令和元年度一般
会計補正予算（第６号、第７号）などが審議されました。令和２年度一般会計予算には、東日本大震災津
波、平成28年台風第10号災害および令和元年台風第19号災害からの復旧・復興に係る事業を最優先
で実施するほか、５Ｇをはじめとした情報通信技術の活用による地域課題解決のための事業などを実施
する予算が計上されています。令和２年度一般会計補正予算（第１号）には、新型コロナウイルスの感染
拡大防止のための医療提供体制の整備や事業活動縮小に伴う中小企業の資金繰りのための貸付金の
創設など、緊急に対応が必要となる予算が計上されています。また、令和元年度一般会計補正予算（第
６号、第７号）には、国の補正予算に対応した災害復旧や防災・減災、国土強靱化などの予算を措置した
ほか、国の新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策・第２弾に対応し、感染拡大の防止や学校一
斉休業による影響に対応するための経費などの予算が計上されています。

◎ 令和２年度予算【可決】
一般会計１件、特別会計10件、企業会計４件

◎ 令和２年度補正予算【可決】
一般会計１件、企業会計１件

◎ 令和元年度補正予算【可決】
一般会計２件、特別会計11件、企業会計３件

◎ 予算関連議案【可決】
農業関係の建設事業に要する経費の一部を負担
させることに関し議決を求めることについてな
ど９件

◎ 条例議案【可決】
岩手県の事務を市町村が処理することとする事
務処理の特例に関する条例の一部を改正する条
例など26件

◎ 人事議案【同意】
副知事の選任に関し同意を求めることについて
１件

◎ その他の議案【可決】
岩手県立療育センターの指定管理者を指定する
ことに関し議決を求めることについてなど22件

◎ 委員会提出議案【可決】
意見書15件、条例１件（詳細は３ページに掲載）

◎ 請願
採択８件（詳細は２ページに掲載）

関根議長と所信について演述する達増知事 採決の様子

★議員別の賛否の状況は県議会ホームページでご覧になれます。

～わたしがつくる未来のいわて～

「親子県議会教室」を開催しました。
12月26日に開かれた親子県議会教室には、

小学校５、６年生の親子20組41人が参加しました。
県議会議員との交流や議事堂探検、クイズなどを通じて

県議会の役割や仕組みを楽しく学び、議会を身近に感じていました。

参加者の感想

川
かわ

端
ばた

 海
かい

惺
せい

君（釜石・双葉小学校6年）
社会の授業で国会のことを勉強し、県
議会のことも知りたいと思って参加し
ました。県議会の傍聴席は133席あり、
中学生以上は傍聴できるそうなので僕
も中学生になったら傍聴してみたいと
思います。作ってもらった名刺を議員
さんたちと交換し、直接お話をしたこ
とが一番面白かったです。

保護者の川
かわ

端
ばた

 智
とも

栄
え

さん
県議会に来たのは初めてです。今まで
知らない世界だったので、県議会だよ
りの募集を見て子どもと参加を決めま
した。少子高齢化が進み、子どもの数が
減っていく中で、子どもたちには岩手
県のこれからを誰かに任せるのではな
く、自ら関心を持ってよく考える人に
なってほしいと思います。

中
なか

村
むら

 和
なごみ

さん（盛岡・桜城小学校５年）
県の仕事や議会の仕事など、今日は初
めて知ることばかりでした。議場では
新人の議員さんは前の席、ベテランの
議員さんは後ろの席など、発見も多かっ
たです。県議会クイズは全部正解でき
たのでとても楽しかったです。中学生
になったら実際に傍聴席に座って体験
してみたいと思いました。

保護者の中
なか

村
むら

 悦
えつ

子
こ

さん
県議会はテレビやインターネットで日
頃から関心を持って見ています。議員さ
んは子どもたちの質問に真摯に答えて
くれましたので議会を身近に感じるこ
とができたと思うし、私たちも勉強にな
りました。現場で実際に見ることによっ
て関心も深まると思うので、これからも
開かれた議会になってほしいですね。
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総務
関係  被災地の経済状況と地域経済の好循環を生み出す政策

被災地の経済状況をどのように捉えている
か。また、今後どのような政策や事業を通し

て地域経済の好循環を生み出していくのか伺う。
県では、なりわいの再生に向け強力に施策

を推進してきており、被災した漁船や養殖施
設の整備が完了したほか、多くの被災事業所が事業
を再開し、大型商業施設や共同店舗が開業するなど、
復興は着実に進んでいる。一方、水産業では水揚げ
量の回復や担い手の確保、商工業では販路の回復や
従業員の確保という課題があり、人口減や復興需要
の縮小による地域経済への影響も懸念される。

このような状況を踏まえ、三陸地域の持続的な成
長に向け、いわて県民計画に基づき水産資源の回復
に向けた支援、いわて水産アカデミーによる人材育
成、農林水産物の販路拡大、商業機能の再生、三陸
の魅力あふれる観光地づくりなどを推進することに
より、地域経済の好循環を生み出していく。

文化
教育  高校再編と地域産業

県立高校の再編、統合については、地域ご
との産業の実態や政策を含め、総合的に検討

すべきではないか。
教育委員会が公表した新たな県立高等学校

再編計画後期計画案は、県立高校に対する人
材育成への期待や地域の実情などを十分に考慮し、
生徒の希望する進路の実現と地域や地域産業を担う
人づくりの２つを基本的な考え方とし、地域におけ
る学校の役割を重視した魅力ある学校づくりに向け
て検討を進めたものと承知している。

県立高校は、地域産業を担う人材育成に大きな役
割を果たしており、各地域に多様な専門分野の学び
を確保することは重要であることから、後期計画案
には生徒数の減少などの現状を踏まえながらも、地
域の産業教育の拠点となる専門高校などの整備が盛
り込まれている。教育委員会では今後も広く意見を
伺いながら、後期計画の策定に取り組んでほしい。

問

答

問

答

1人目

自由民主党

岩
い わ

崎
さ き

 友
と も

一
か ず

議員
［釜石選挙区］

いわて新政会

髙
た か

橋
は し

 但
た じ ま

馬 議員
［盛岡選挙区］

希望いわて

郷
ご う こ ん

右 近  浩
ひろし

議員
［奥州選挙区］

2人目 3人目

質問タイトル上のアイコンは、
質問の分野を示しています。

総務
関係  総務関係（他の4分野以外のもの）  文化

教育  文化、教育関係  環境
福祉  環境、福祉関係  商工

建設  商工、建設関係  農林
水産  農林水産関係2 21 ㊎代表質問

2月21日から2月28日まで行われた代表質問と一般質問では、合計16名の議員が質問に立ちました。その中から、それ
ぞれ２項目を取り上げ、議員の質問と知事または関係部局長等の答弁の要旨を紹介します。県政に関する質問から

請願の採択状況
◎採択（意見書を発議し、関係機関に要望することとして採択）
▶性暴力の実態に即した刑法の見直し実現に向けた請願

▶「気候非常事態宣言」を求める請願

▶妊産婦医療費助成制度の拡充を求める請願

▶令和２年度岩手地方最低賃金改正についての請願

▶２０２０年度最低賃金引き上げに関する請願

◎採択
▶岩手県全域における「ダブルケア」支援を求めるための請願〔環境生活部所管分〕

▶岩手県全域における「ダブルケア」支援を求めるための請願〔保健福祉部所管分〕

▶岩手県として気候変動非常事態の宣言を行うことを求める請願

★採択された請願の本文は県議会ホームページでご覧になれます。

環境
福祉  子育て支援

子どもと家庭を巡る現状について認識を伺
う。また、４月から子ども子育て支援課を室に

格上げし、体制の充実を図るとしているが、どのよ
うな施策を講じ、困難な状況に対応していくのか。

合計特殊出生率が低い水準となっているな
ど課題が多い状況であり、さまざまな生きに

くさを生きやすさに転換し、県民の結婚したい、子
どもを生みたい、育てたいという希望に応える取り
組みを進めていくことが必要と考えている。

令和２年度当初予算案には、結婚サポートセンター
の機能の拡充、妊産婦の移動などに係る支援、現物
給付による子どもの医療費助成の対象拡大などの経
費を盛り込んでおり、新たないわて子どもプランを
策定するとともに、子ども子育て支援に関する組織
体制を強化し、安心して子どもを生み育てられる環
境づくりを強力に進めていく。

環境
福祉  これから 10 年の地域医療体制

県南地域の高次医療について、医療圏など
だけにとらわれず考える必要があるが、これ

から10年の岩手の医療提供体制について考えを伺
う。

岩手県保健医療計画において、一般の医療
需要や脳卒中など発症初期に速やかに受療す

る必要がある疾病については、県内９つの二次保健
医療圏の中で完結できる体制の整備を行っている。

一方、限られた医療資源の中、二次医療圏を越え
た医療圏を設定する必要もあり、周産期医療につい
ては県内４つの医療圏を設定し、分娩リスクに応じ
た適切な医療提供体制の構築を図っている。

医療提供体制については、医療技術の進展や医療
人材の確保のほか、人口構造の変化や交通網の整備
なども考慮し、医療審議会などの議論を踏まえて検
討していく必要がある。産業集積が進む県南地域で
は、雇用の増加による人口構造や生活環境、医療需
要の変化に対応し、医療機関の役割分担と機能連携
や医療の高度化などに取り組んでいく。

問

答

問

答

環境
福祉  医師確保対策

岩手県における産婦人科の女性医師確保対
策について考えを伺う。

県の奨学金養成医師全体に占める女性医師
の割合は増加傾向にあり、産婦人科を選択し

た養成医師の３分の２が女性医師となっている。ま
た、県立病院の女性医師の割合は、全診療科の平均
が約15％であるのに対し、産婦人科は30％を上回り、
今後も増加が見込まれる。県立病院では、女性医師
の仕事と家庭の両立を支援するため、院内保育所で
の24時間保育の導入、育児短時間勤務制度の拡充な
どに取り組んでおり、現場からのニーズが高い病児
保育の実施に向け、令和２年度から県立中央病院で
先行して検討することとしている。

県としては、女性医師支援の取り組みを現在策定
中の医師確保計画に位置づけ、医師が働きやすい職
場環境づくりを進めながら産婦人科医の確保に取り
組み、周産期医療体制の充実を図っていく。
商工
建設  東北デスティネーションキャンペーン（東北 DC）

東北ＤＣ期間前、期間中、期間後のそれぞ
れの時期において、どのような方向性により、

継続的な観光客の増加につなげていくのか伺う。
令和３年度に展開される本キャンペーンは、

東北そして岩手の魅力に触れていただく絶好
の機会と捉えている。

令和２年度は、市町村やＤＭＯなどとの連携のも
と、観光資源を磨き上げるとともに、全国宣伝販売
促進会議を通じた旅行商品の造成や県独自のプレ
キャンペーンの実施などプロモーションを強化して
いく。東北ＤＣ期間中は、東北各地の観光地を楽し
む多くの方々に岩手の質の高いおもてなしや豊かな
観光資源を体験いただき、岩手ファンを増やすこと
でリピーター化を図る。東北ＤＣ期間後は、ＤＣに
より培われた東北のブランド力やオール東北のつな
がりを生かし、国内外への発信力を強め、観光力の
一層のレベルアップにつながるよう取り組んでいく。

問
答

問

答
子育て支援施設で遊ぶ親子

宮古商工高等学校工業校舎

宮古商工高等学校商業校舎

龍泉洞
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4人目

希望いわて

髙
た か

橋
は し

 は じ め 議員
［北上選挙区］

自由民主党

佐
さ

々
さ

木
き

 宣
の ぶ

和
か ず

議員
［宮古選挙区］

いわて県民クラブ

工
く

藤
ど う

 勝
か つ

博
ひ ろ

議員
［八幡平選挙区］

1人目 2人目

2 25 ㊋一般質問

委員会が提出した議案

★意見書の本文は県議会ホームページでご覧になれます。

◎条例
▶岩手県議会委員会条例の一部を改正する条例
◎意見書
▶妊産婦医療費助成制度の創設を求める意見書
▶気候非常事態を宣言することを求める意見書
▶最低賃金改正等に関する意見書
▶令和２年度岩手県最低賃金改正等に関する意見書
▶性暴力の実態に即した刑法の見直しを求める意見書
▶国連児童の権利委員会の勧告に関し速やかな対応を求める意見書
▶災害ボランティアセンターの設置・運営等に係る財政支援の拡充を求める意見書

▶森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法の延長を求める意見書
▶新型コロナウイルス感染症対策に関する意見書
▶農林水産物・食品の輸出力強化を求める意見書
▶就職氷河期世代も含めた中高年のひきこもり状態にある人に対する実効性ある支

援を求める意見書
▶「あおり運転」対策の強化を求める意見書
▶働き方改革実行計画の実施等に伴う中小企業への支援等を求める意見書
▶女性の活躍を推進するための社会環境の整備と財源確保を求める意見書
▶地方の医師不足を解消するための地域医療対策の充実を求める意見書

今定例会では条例１件、意見書15件が可決されました。
可決された意見書は、県議会から、内閣総理大臣をはじめ国会や国の関係機関などに提出し、その実現を図るよう強く要望しました。

総務
関係  2040 年の人口を見据えた県政展望

このまま人口減少が進むとすれば2040年
の本県はどのような社会になっているのか、

県政の予測される未来図について伺う。
国立社会保障・人口問題研究所の平成30年

日本の地域別将来推計人口によると、本県の
人口は2040年に約96万人になると見込まれている。
推計どおり人口が減少した場合、さまざまな需要の
減少をもたらし、地域内の各種サービス産業の撤退
や減少などにつながり、生活利便性の低下がさらな
る人口減少のきっかけとなり、地域の社会システム
の維持、存続に大きな影響を与えると考えられる。

このような将来見通しを回避し、持続可能な社会の
構築に向け、現在策定を進めている第２期ふるさと振
興総合戦略に基づく施策を着実に推進し、岩手県人口
ビジョンに掲げる2040年に100万人程度の人口を確
保するという展望の実現を図り、若い世代や子ども、
高齢者まであらゆる世代が生きがいを持ち、豊かに暮
らす岩手を目指していきたい。

文化
教育  遠隔授業の本格的推進導入

地域的に統廃合がかなわない高校において、
教育の質を落とさず希望する進路へ生徒を送

り出すため、遠隔授業、遠隔教育は不可欠と考える
が、遠隔授業の推進について伺う。

広大な県土を有する本県では、遠隔教育は
小規模校の教育の質の向上に有用な一方策で

あると考えており、令和２年度当初予算案に県立高
校のネットワーク回線の増強や、プロジェクターな
どの整備を盛り込むとともに、令和元年度２月補正
予算案には無線ＬＡＮ環境の整備を盛り込み、遠隔
教育の実施に適した通信環境を整えていく。

今後、小規模校において効率的に運用していく方
法の確立や、配信に適した授業方法の研究、研修を
進め、他県の活用事例も参考にしながら、現在７校
で実施している遠隔教育を継続し、全県的な展開も
視野に一層推進していく。

問

答

問

答

商工
建設  三陸沿岸の観光振興

三陸ＤＭＯセンターの観光マーケティング
調査結果を反映し、来年度の三陸沿岸の観光

施策にどう取り組むのか伺う。
平成30年度の観光マーケティング調査で

は、本県沿岸地域への観光客の入り込みは、
県内および青森県、宮城県からの観光客が74.5％、
沿岸地域を訪れる観光客の65.8％が日帰りであり、
滞在時間が短いことが推測され、より長く滞在し、
宿泊へとつなげる取り組みが重要と考えている。

このため、三陸ＤＭＯセンターと連携し、体験プ
ログラムの開発と磨き上げに取り組むとともに、各
地域の魅力あるプログラムを組み合わせ、宿泊を含
む周遊モデルコースの構築や売り込みに注力してい
く。さらに、これまでの首都圏でのプロモーション
に加え、三陸沿岸道路を利用した誘客が期待できる
宮城県でのプロモーション、三陸鉄道を利用したイ
ンバウンドなどの受け入れ態勢の整備、三陸防災復
興プロジェクト、東北ＤＣプレキャンペーンなどに
より、沿岸地域への誘客に取り組んでいく。

商工
建設  宮古・室蘭フェリー航路

航路復活に向け県としてどう取り組むのか。
物流事業者へのＰＲの継続と三陸沿岸道路の

利用実態の把握が必要と考えるが、所見を伺う。
宮古港への寄港休止の理由は、三陸沿岸道

路などの開通区間が順次拡大していく中で、
収益の柱であるトラックの乗船台数が当初見込みを
大幅に下回るなど、厳しい航路運営が続いたためと
フェリー運航会社から聞いている。

県では、県、宮古市、室蘭市およびフェリー運航
会社を構成員として設置した宮古・室蘭フェリー航
路連絡調整会議を活用し、トラックの利用拡大に当
たっての課題などについて情報共有を図るとともに、
寄港再開に向けて宮古市や関係機関と連携し、令和
２年度の三陸沿岸道路の全線開通による宮古港への
アクセス性の向上などを積極的にＰＲしていく。

問

答

問

答

総務
関係  県民満足度

民間調査会社の調査によると、岩手県は生
活満足度などが低位である。暮らしの満足度

が低位であることを捉えて政策推進を図るべきと考
えるが、見解を伺う。

生活満足度については、各種調査が行われ
ているが、県が毎年実施している県民意識調

査では、生活満足度について満足、またはやや満足
と回答した割合が、平成19年の17.0％から概ね毎年
上昇を続け、平成31年には35％となっている。

第2期岩手県ふるさと振興総合戦略では、人口の
社会増減や合計特殊出生率、国民所得に対する県民
所得水準のかい離縮小とともに、生活満足度の向上
も施策推進目標に含めており、公共交通など魅力あ
るふるさとづくり、文化スポーツの振興、若者や女
性の活躍支援、保健・医療・福祉の充実、ふるさと
の未来を担う人づくりなどの施策を推進し、豊かな
ふるさとを支える基盤を強化して地域の魅力向上を
図っていく。

商工
建設  北岩手・北三陸横断道路の整備

北いわて産業・社会革新ゾーンプロジェク
トの土台となる北岩手・北三陸横断道路の実

現に向けた県の見解を伺う。
災害に強い県土づくりに加え、物流の効率

化や人の交流の活性化の面からも、県北地域
の道路ネットワークの強化は重要な課題であり、令
和２年度の供用を目指し、国道281号の岩手町の大
坊の２工区と久慈市の下川井工区の改築事業を進め
ている。また、久慈市の案内～戸呂町口工区の整備
に必要な経費を新たに令和２年度当初予算案に盛り
こんでおり、路線全体として災害時にも機能する信
頼性の高い道路となるよう整備に取り組んでいく。

沿線市町村から自動車専用道路としての整備を要
望されている北岩手・北三陸横断道路については、
全国の高規格幹線道路の整備状況や国道281号の効
果なども含め、県北地域の道路ネットワークの在り
方について関係市町村とともに幅広く検討していく。

問

答

問

答

下川井工区の改築事業 遠隔授業の様子

全線運行再開に沸く三陸鉄道
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行こうよ、県議会！
いわての未来はわたしが築く。

岩手県立産業技術短期大学校　伊藤 千夏

み な さ ん の 傍 聴 を お 待 ち し て い ま す

2月定例会 2.14金▶3.24火
令和
元年

傍聴の
ご案内

本会議や委員会は、傍聴することができます。
※県議会議事堂は、県庁左隣りにあります。

いわて県議会 岩手県議会事務局 議事調査課
〒020-8570 岩手県盛岡市内丸10番1号 TEL.019-629-6021・6022 FAX.019-629-6014

傍聴受付は30分前から行いますが、開議直前は混雑しますので、余裕を
持ってお越しください。傍聴に関するお問い合わせは、岩手県議会事務
局総務課（電話019-629-6006）までお願いします。

検索検索検索

2.14金  本会議（開会） 13:00～

2.21金  代表質問  13:00～

2.25火▶2.28金  一般質問 13:00～

3.18水▶3.19木 常任委員会10:00～

3.23月 東日本大震災津波
　　　 復興特別委員会 10:00～

3.24火 本会議（閉会）  13:00～

3.2月　常任委員会  10:00～

3.3火　本会議 13:00～

3.4水▶3.17火  予算特別委員会 10:00～
※3.11は休会

農林
水産  達増県政の農業政策

これまで岩手の農業に何を求め、何を残そ
うとしてきたのか。現状と課題をどのように

捉え、今後の農業振興に取り組んでいくのか伺う。
本県の農業は厳しい自然と共生しながら地

域の立地条件や資源などを生かし、先人の英
知と努力によって特色のある産地を形成し、受け継
がれ、発展してきた。こうした先人の積み上げてき
た農業・農村の持つ多面的な機能や価値を今の世代
がしっかりと受け継ぎ、新しい時代の岩手の農業を
主体的に発展させていくことが重要である。

このため、いわて県民計画に基づき、地域農業の核
となる経営体の育成や生産性、市場性の高い産地づく
り、魅力あふれる農村づくりなどを進めるとともに、
最先端技術を最大限に活用した生産現場のイノベー
ションの可能性を拓くなど、農業者一人一人が意欲を
持って生き生きと働き、暮らすことのできる農業・農
村の実現に向け積極的に取り組んでいく。

環境
福祉  災害時の障がい者支援

東日本大震災津波の被災地として、災害時
に障がい者を支援する体制を整備する必要が

あるが、現状と課題、県の取り組みについて伺う。
東日本大震災津波の際には、避難所にス

トーマ装具などの日常生活用具がないことな
どで避難所での生活に支障を来たした方がいた。障
がい者団体からも備蓄の実施や福祉避難所への誘導
を要望されている。県ではこれらを踏まえ、市町村
避難所運営マニュアルのモデルを作成し、備蓄や避
難所での生活環境の確保などを市町村に働きかけて
きたが、備蓄は４市町にとどまっている。

県は、関係団体と災害時協定を締結し、有事の際
は障がい者のニーズに沿った用具が届くよう支援し
ているが、引き続き市町村に適切な備蓄を働きかけ
る。また、災害派遣福祉チームを避難所に派遣する
体制を整備しており、障がい者の特性に応じた支援
が行われるよう市町村と連携して取り組んでいく。

問

答

問

答

3人目

自由民主党

武
た け

田
だ

 哲
さとる
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議員
［一関選挙区］

1人目 2人目

2 26 ㊌一般質問2 25 ㊋一般質問

総務
関係  地域課題の解決に向けた 5G の活用

地域課題の解決に向けて5Gをどのように
活用していくのか。ローカル5Gなどの検討も

含めた具体的な取り組みについて伺う。
広大な県土を有する本県では、5Gの効果的

な活用、実装は、時間や地域の制約を超え、
社会や産業の発展につながる可能性を秘めており、
いわて県民計画に掲げる新しい時代を切り拓くプロ
ジェクトの強力な推進力になると考えている。

県としては、5Gの整備促進に向けて、都市部と地
方の格差が生じないよう通信事業者に働きかけるとと
もに、ローカル5Gなどを活用した中山間地域におけ
る地域課題解決モデルの構築に向けて取り組んでい
く。具体的には、いわて県民計画に掲げた学びの改革
プロジェクトとも連携しつつ、教育をテーマに事業者
や大学などの関係機関と共同事業体を形成した上で、
ローカル５Ｇなどを活用して、遠隔による学習や交流
などの新たな学びの場を創造できるよう、開発実証の
採択に向けて今後検討していく。
環境
福祉  妊娠支援の実態

妊娠支援の実態をどう受け止めているのか。
県として実態把握に努める考えはないか。

県では特定不妊治療への治療費助成や、治
療に関する普及啓発、不妊専門相談センター

による相談支援を行っており、助成件数は横ばいで
推移しているが、安心して治療を受けられる環境を
整備していく必要があると認識している。

国の調査では精神面の負担が大きいとされた一方、
就労の有無に関わらず特定不妊治療費助成を受けて
いる方を対象とした盛岡市の調査では、治療に係る
課題としては経済的な負担を感じている方が最も多
い。治療や就労の状況などで求められる支援が異な
ると考えられ、県としては、より効果的に施策を進
める上で、本県の不妊治療に関する支援ニーズや社
会の認知度を把握することが必要と考えており、他
県の例も参考に、手法を検討していく。

問

答

問
答

農林
水産  中山間地域活性化のためのワイン産業の振興

中山間地域活性化のためのワイン産業の振
興にどう取り組んでいくのか伺う。

本県の中山間地域は醸造用ぶどうの栽培に
適した環境、地質を有しており、近年の気候

変動で優良な栽培適地として注目を集めるなど、今
後一層の需要拡大が見込まれている。県では平成29
年度にいわてワインヒルズ推進事業を立ち上げ、醸
造用ぶどうの一層の生産拡大や県内のワイナリーや
関係機関と連携したワイン生産アカデミーの開講、
県産ワインの販路開拓・拡大に取り組んできた。

県としては、今後も一般の消費者からワイン愛好家
まで、それぞれに支持される魅力あるワインを送り出
す全国有数の産地として高い評価をいただけるよう、
白色ぶどう品種モンドブリエの普及拡大、県産ワイン
のＰＲ活動の展開、ワインツーリズムによる交流人口
の拡大に取り組むなど、ワインを核とした産業の振興
と地域の活性化を図っていく。

商工
建設  企業局の電力供給

令和２年度からの新たな売電契約で、地域
新電力の枠を設けたが、これまでの取り組み

と課題、今後の県内への電力供給について伺う。
電力システム改革に伴い、新たな売電先は

競争により全国の小売電気事業者からの選定
が原則とされたことから、将来にわたる安定経営の
確保や公営企業としての売電のあり方を課題と捉え、
県内への全量供給、安定経営、地域貢献を基本方針
とした。一方、県内各地で小売電気事業者が設立さ
れ、地域新電力は地域経済の循環を担う存在でもあ
ることから、今回新たに地域新電力の枠を設けた。

今後は、地域新電力を含めた売電先と連携し、再
生可能エネルギーの地産地消や地域のエネルギー政
策の支援を行うとともに、いわて復興パワーによる
震災復興やふるさと振興関連施策への支援などに積
極的に取り組みながら、いわて県民計画に掲げる低
炭素社会の形成に貢献できるよう取り組んでいく。

問
答

問

答

岩手医科大学附属病院不妊外来棟

ＩＣＴ活用のトラクター いわてワイン生産アカデミー講義風景

このポスターは実際に岩手県議会の傍聴に行
くことで岩手の良いところがよく分かるようにな
るという意味を込めて作成しました。虫眼鏡のモ
チーフを使うことで、岩手県議会をよく観察しぼ
んやりしていたものにピントが合いよく見えると
いうことを表現しています。

募集期間は５月１日（金）～６月４日（木）まで。
岩手県内に在住、または岩手県内の高校・大学・
専門学校等に在学している30 歳未満の学生の
方であれば、どなたでも応募できます。
詳しくは岩手県議会公式ホームページのポス
ター募集バナー、各学校等に配布されている募
集チラシをご覧ください。

岩手県立産業技術短期大学校
産業デザイン科 伊

い

藤
とう

 千
ち

夏
なつ

 さん

若者向け県議会傍聴案内ポスターを
作成しました ポスターデザインを募集します。

いわて県議会
開催告知ポスター

2 月定例会のポスター制作者のコメント

募集告知ポスター
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2 27 ㊍一般質問

総務
関係  北海道・北東北の縄文遺跡群の世界遺産登録に向けた思い

北海道・北東北の縄文遺跡群の着実な世界
遺産登録に向けた思いを伺う。

縄文遺跡群は先史文化を現代に伝える貴重
な遺産であり、一戸町や周辺市町村を含めた

広域での活発な推進活動が展開され、今般、ユネス
コへ推薦書を提出できたことは感慨深いものがある。

御所野遺跡の世界文化遺産登録の実現は、奈良県
と並び３つの世界文化遺産を有する県となり、本県の
歴史文化の厚さを改めて示し、県北地域の認知度を高
め、北いわて産業・社会革新ゾーンプロジェクトが目
指す北いわての持つポテンシャルを最大限発揮させる
地域振興に寄与することが期待される。

縄文遺跡群が確実に世界文化遺産として登録され
るよう、一戸町をはじめ国や関係自治体とこれまで
以上に連携を図りながら、まずは今年秋ごろに予定
されているイコモスの現地調査へ適切に対応し、令
和３年の登録決定に向け万全を期していく。

文化
教育  不登校児童生徒への対応

不登校児童生徒に対する県のこれまでの取
り組みと施策、出席扱いへの見解を伺う。

県内の公立学校では、県教育委員会が配置
しているスクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカーを活用し、教育相談体制の充実
を図りながら一人一人のニーズに応じたきめ細かな
支援に努めている。本県では、国が不登校対策とし
て推進している魅力ある学校づくり調査研究事業に
取り組み、その成果を昨年２月の岩手県教育研究発
表会において広く周知し、本年度も取り組んでいる。

学校外の施設に通所、入所している児童生徒の指
導要録上の出席扱いは、文部科学省の通知に基づき、
保護者と学校との間に十分な連携・協力関係が保た
れていること、施設における学習の計画や内容が学
校の教育課程に照らして適切と判断されることなど
の要件により校長が判断することとしており、通知
の趣旨などについて一層の周知を図っていく。

問
答

問
答

環境
福祉  災害公営住宅のコミュニティ支援

50戸以上の災害公営住宅には複数の生活支
援相談員を配置し、見守りとコミュニティ支

援を強化すべきと考えるが、見解を伺う。
本県では、市町村社会福祉協議会に配置し

た生活支援相談員が、民生委員や市町村の支
援員と連携し、応急仮設住宅や災害公営住宅に居住
している被災者への見守りなどの個別支援や、コミュ
ニティ形成の地域支援の両面に取り組んできた。

今年度からは、災害公営住宅での見守りやコミュニ
ティ形成支援を重点的に行うため、より身近な拠点で
活動できるよう、３市町で生活相談支援員を災害公営
住宅の集会所や地域の空き家に配置しており、令和２
年度は５市町で配置される見込みである。

県としては相談員の配置や拠点設置に係る経費の
支援とともに、取り組みの拡大を市町村に働きかけ、
被災者が地域で孤立を深めることのないよう、一人
一人に寄り添ったきめ細かな支援に努めていく。

環境
福祉  胆江地域と県内の周産期医療

胆江地域と県内の周産期医療の現状と、今
後の改善策についての考えを伺う。

胆江地域をはじめ全県的に産科医が不足し
ている中、産科診療所も医師の高齢化や後継

者不足などから分娩取り扱いを断念せざるを得ない
施設の増加が懸念され、地域の産科診療体制の確保
は重要な課題である。県は、医師養成などにより産
科医の確保に取り組んできており、令和２年度から
は産科などを選択した地域枠養成医師が、岩手医科
大学の総合周産期母子医療センターでの義務履行を
可能とする特例措置を開始するほか、医療局奨学金
に産婦人科医養成の特別貸付枠を設けることとした。

また、産科診療所の開設などの支援や、新たに市
町村と連携し、ハイリスク妊産婦の通院などを支援
する事業を令和２年度当初予算案に盛り込んでおり、
こうした取り組みにより安心して妊娠・出産ができ
る周産期医療の充実に努めていく。

問

答

問
答

総務
関係  地域防災力

消防庁の基準と比較した本県の消防団の装
備の現状と課題認識はどうか。課題解消に向

けた具体的な対応を伺う。
消防庁が実施した平成31年４月現在の県内

消防団の装備品状況調査では、トランシー
バー、油圧切断機、ＡＥＤなどの救助用資機材の装
備率が十分でない状況であり、国では全国的に配備
が進んでいない資機材などの整備を促進するため、
平成30年度から消防団設備整備費補助金制度を設
け、市町村の支援を行っている。一方、現場の消防
団からは活動服や防火衣、防寒衣など基本的な装備
が十分ではないとの声もあり、市町村によっては基
本的な装備品も含め、整備が十分でないと認識して
いる。

県においても、令和２年度当初予算案に市町村に対
する新たな補助事業の予算を計上し、国の補助制度を
補完しながら、消防団活動に必要な装備品などの整備
と機能強化が進むよう市町村を支援していく。

文化
教育  教育における実効性ある ICT 活用

授業でのＩＣＴ活用の現状と、今後の活用
推進に向けた具体的な取り組みについて伺う。

今年度実施した国の調査結果によると、教
員が大型提示装置などのＩＣＴを活用した授

業を、１クラス当たり週１回以上行った割合は、全国
の小・中学校ともに80.8％に対し、本県は小学校
78.7％、中学校60.4％となっている。授業での具体
的な活用事例として、小学校理科では、花のつくり
や花粉についてその場で撮影した画像の拡大写真を
大型提示装置で観察し、学びを深めており、中学校
英語では、生徒同士でスピーチの様子をタブレット
で録画撮影し、お互いに指摘しあい、自らの課題を
つかみ、改善し、英語力の向上につなげている。

今後も、児童生徒および教員の日常的なＩＣＴ活
用が求められることから、授業におけるＩＣＴ活用研
修の充実に取り組み、児童生徒の主体的、対話的で
深い学びに向けた授業改善を推進していく。

問

答

問
答

用語
解説 ▶いわて水産アカデミー（2ページ）…漁業の基礎知識や高度な経営

手法の習得を通じ、将来の岩手県の漁業の中核を担う人材を養成す
る岩手県による研修制度。

▶東北デスティネーションキャンペーン（東北ＤＣ）（2ページ）…2021年４
月から９月までＪＲ６社（北海道、東日本、東海、西日本、四国、九州）と東北６
県、地元の観光事業者などが協働で実施する国内最大の大型観光キャン
ペーン。1978年から開催されており、東北６県で行うのは1985年以来で
あり、６カ月という長期間の開催は初めて。
▶DMO（2ページ）…Des t i na t ion  Marke t i ng/Management  
Organizationの略。観光地域づくり推進法人。さまざまな地域資源を組み
合わせた観光地の一体的なブランドづくりなどを地域で主体となって行う観

光地づくりの推進主体。
▶高規格幹線道路（3ページ）…高速自動車国道および一般国道の自動車専
用道路を指し、全国で約14,000ｋｍの自動車交通網を形成する自動車専用
道路。
▶5G（4ページ）…第５世代移動通信システム。別名は第５世代携帯電話な
ど。第４世代携帯電話（４Ｇ）あるいは４Ｇ ＬＴＥの上位に位置づけられる次世代
の移動体通信の通信方式の通称。
▶ローカル5G（4ページ）…携帯電話事業者による全国向け５Ｇサービスと
は別に、地域の企業や自治体などのさまざまな主体が自らの建物や敷地内
でスポット的に柔軟にネットワークを構築し利用可能とする新しい仕組みで
あり、地域の課題解決を始め、多様なニーズに用いられることが期待される。

消防団の活動の様子 御所野遺跡 生活支援相談員の活動の様子
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環境
福祉  結婚支援について

他県で実施している結婚支援サポーター制
度の導入なども検討する必要があると考える

が、今後の結婚支援事業の進め方について伺う。
〝いきいき岩手″結婚サポートセンターi‐

サポは、近年会員数が伸び悩み、成婚数を増
加させるためには会員数の拡大や支援体制の強化が
必要である。このため、令和２年度当初予算案に岩
手であい・幸せ応援事業費を盛り込み、社会全体で
結婚を応援する機運の醸成、未婚男女の出会いの場
の創出促進などを通じてi‐サポの周知を強化する
ほか、マッチングシステムの機能拡充やコーディネー
ターの資質向上などに取り組むこととしている。

結婚支援サポーター制度については、いきいき岩手
支援財団が、理容組合と美容業組合との間で、i‐サ
ポの紹介などの連携協定を締結したところであり、こ
の取り組みの活用など本県独自の制度について検討を
進めている。県としては、関係機関と連携を図りなが
ら、県民の結婚したいという希望をかなえるための取
り組みを総合的に推進していく。

環境
福祉  県立病院の統合、再編

国が公表した統合、再編が必要な病院以外
の医療機関も含め、統合、再編の検討を進め

るべきと考えるが所感を伺う。
県立病院は民間の医療機関が困難な医療を

担う必要があることから、経営計画において、
現行の体制により県立病院群全体で効率的な運営を
行うこととしている。限られた医療資源のもと、各
病院の役割、機能は、各二次保健医療圏の状況を勘
案しつつ、適切な病床規模による運営を行い、地域
医療構想調整会議における議論を踏まえ、病院ごと
の機能や病床数などを見直すこととしている。

県としては、調整会議での議論を踏まえ、適切に
対応していくとともに、経営計画に掲げる取り組み
を着実に推進することで、持続可能な経営基盤を確
立し、県民への良質な医療の提供に努めていく。

問

答

問

答

3人目

いわて県民クラブ

佐
さ

々
さ

木
き

 努
つとむ

議員
［奥州選挙区］

公明党

小
こ

林
ばやし

 正
ま さ

信
の ぶ

議員
［盛岡選挙区］

社民党

木
き

村
む ら

 幸
ゆ き

弘
ひ ろ

議員
［花巻選挙区］

1人目 2人目

2 28 ㊎一般質問2 27 ㊍一般質問

総務
関係  岩手中部地域の振興

岩手中部地域で取り組んでいる産業集積や
社会インフラ整備、まちづくりの振興策など

に、県の一層の後押しが必要であるが、県の方針を
伺う。

現在、北上市北部で大手半導体企業の大規
模投資が行われており、北上市と花巻市とそ

の周辺でも関連企業の進出や賃貸住宅など不動産投
資が積極的に行われている。また、県南地域は国土
利用計画岩手県計画において、本県最大の工業集積
を世界的視野で進めるため、自動車・半導体関連産
業などの産業立地基盤の整備を促進するとしており、
産業振興と居住環境、交通インフラの整備などのま
ちづくりは一体となって取り組む必要がある。

産業集積を促進するため、県と市町村が一体となっ
て支援を実施するほか、まちづくりについては、いわ
て県民計画に掲げる北上川バレープロジェクトの取り
組みとして地元市、有識者などを交えた研究会で、産
業用地のあり方や居住環境の確保、交通インフラ整備
などの広域的な検討を行っている。

環境
福祉  再犯防止推進法制定の意義と再発防止に向けた所見

再犯防止推進法制定の意義とともに、本県
としての再犯防止に向けた所見を伺う。

再犯防止推進法の制定により、福祉的な支
援が必要な方を対象に地方公共団体が国や民

間団体などと緊密に連携し、総合的かつ計画的に再
犯防止施策を推進することとなり、本県でも平成30
年度から効果的な再犯防止施策を検討する地域再犯
防止推進モデル事業に取り組んできた。

令和２年度は、県の再犯防止推進計画を策定するほ
か、罪を犯し、貧困などの生きづらさを抱える人を地
域で支える更生保護団体に対する補助を拡充し、その
活動の促進を図ることとしている。

他人とのかかわりやつながりを大切にする本県の
強みを生かし、県民や関係機関などと一体となって、
罪を犯した人の社会復帰支援に取り組み、安心・安全
に暮らせるまちづくりを進めていく。

問

答

問
答

商工
建設  防災意識の啓発

各自治体の洪水ハザードマップの整備状況
と、マイ・タイムラインの普及、啓発、水害

の住民への意識啓発の取り組み状況について伺う。
洪水ハザードマップは本年１月末時点で28

市町村が作成し、ホームページへの掲載や広
報誌の活用、地域説明会などで住民への周知や理解
の促進に取り組んでいる。マイ・タイムラインは水
害などを想定し、住民が自らの行動を時系列的に整
理したもので、一人一人が作成することで迅速な避
難行動に結びつくとされ、県内市町村でも住民向け
講習会などが始められており、県も本年１月、防災
士や市町村職員を対象に研修を実施した。

県では、国、県、市町村で構成する大規模氾濫減
災協議会を通じて、地域防災組織のリーダー育成やハ
ザードマップ作成などの効果的な事例の共有を図るほ
か、要配慮者利用施設の避難計画作成の講習会や小
学校での出前講座など、社会全体で洪水に備える水防
災意識社会の構築に向けて取り組んでいく。

商工
建設  就職氷河期世代への経済的支援

就職氷河期世代への経済的支援について、
国の支援策を踏まえたうえで、市町村への支

援も含め検討すべきと考えるが、所見を伺う。
就職氷河期世代支援プログラムの実施に向

け、国では都道府県や市町村に対する交付金
事業を創設し、就職氷河期世代に特化した相談対応
や、対象者の経済的負担を軽減する取り組みを支援
することとしており、具体例として、就職活動など
における広域移動時の交通費の支給や、奨学金の返
済支援などが示されている。本県でも今後構築する
プラットフォームを中心に、就職氷河期世代の状況
やニーズを踏まえ、具体の支援策を検討していく。

また、地域の実情に応じて実施する市町村の取り
組みについては、県全体の取り組みと相まって効果
的な支援となるよう、連携を図りながら交付金の活
用を基本に支援していく。

問

答

問

答

用語
解説 ▶ストーマ装具（4ページ）…人工肛門・人工膀胱からの排泄物をた

めるための袋のこと。
▶イコモス（ICOMOS）（5ページ）…正式名称はInternational 

Council on Monuments and Sites(国際記念物遺跡会議)。世界の歴史的
な記念物及び遺跡の保存を目的とした国際機関(NGO)で、ユネスコの記念
物および遺跡の保護に関する諮問機関。世界遺産条約に基づき、文化遺産に
関する推薦資産の現地調査や登録遺産のモニタリング等を行い、調査結果
について世界遺産委員会に対し勧告を行う。
▶マイ・タイムライン（6ページ）…台風の接近によって河川の水位が上昇す
る時に、自分自身がとる標準的な防災行動を時系列的に整理し、とりまとめる
もの。時間的な制約が厳しい洪水発生時に、行動のチェックリストとして、ま

た避難判断のサポートツールとして活用されることで、逃げ遅れゼロに向け
た効果が期待されている。
▶Society5.0（7ページ）…サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間

（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題
の解決を両立する、人間中心の社会。狩猟社会（Society1.0）、農耕社会

（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情報社会（Society4.0）に続く、新
たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において日本が目指すべ
き未来社会の姿として初めて提唱される。

北上工業団地

ｉサポの紹介リーフレット

盛岡市防災マップ（一部）
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3人目

無所属

工
く

藤
ど う

 勝
か つ

子
こ

議員
［遠野選挙区］

総務
関係  第２期岩手県ふるさと振興総合戦略

第２期岩手県ふるさと振興総合戦略に岩手
とつながるを加え、戦略を見直しているが、

何を重点的に推進するのか、予算措置も含めて伺う。
現行の３本の柱に新たに岩手とつながるを

加えるほか、重視する視点としてＳＤＧｓや
Society5.0の実現を盛り込み、岩手の地域性や優位
性を生かした13の戦略と４つの分野横断の戦略から
構成することとしている。

具体的には、県産農林水産物の輸出拡大を図るた
め、新規有望市場を開拓する事業に2,000万円余、ハ
イリスク妊産婦への通院支援などの事業に1,800万円
余、科学技術の活用で地域課題の解決を図る事業に
700万円余、複業を通じた関係人口の創出や情報発信
を行う基盤を構築する事業に1,500万円余などを令和
２年度当初予算案に盛り込み、あらゆる世代が生きが
いを持ち豊かに暮らす岩手を目指し、ふるさと振興を
力強く推進していく。
文化
教育  魅力ある高校づくりの推進

新たなカリキュラムや地域特性を生かした
高校づくりが求められると考えるが、魅力あ

る高校づくりをどのように推進していくのか伺う。
県教育委員会では、各地域の豊かな教育資

源の活用や地域の産業界との交流、連携、Ｉ
ＣＴ技術の活用などを進めることとしており、令和
２年度当初予算案にＩＣＴ機器の整備、小規模校が
行う地域と連携した魅力ある学校づくりの取り組み
への予算を盛り込んだ。一方、生徒が希望する進路
を実現するためには、多様な科目やさまざまな学科
を有する学校の整備を行うことも必要と考えている。

今般公表した新たな県立高校再編計画後期計画案
には、小規模校を含む地域の学校の維持や教育内容
の充実とともに、地域の拠点となる学校の整備など
を盛り込み、地域と連携しながら生徒の希望する進
路の実現と、地域や地域産業を担う人材の育成に対
応した魅力ある学校づくりに取り組む内容とした。

問

答

問

答

予算特別委員会のあらまし

◎一般会計予算附帯意見（概要）

令和２年度一般会計予算について、意見を付して原案を可決

一般会計予算の可決に当たっては、次の意見が付されています。

　東日本大震災津波の発災から９年が経過し、復興の歩みが着実に進められているが、度重
なる自然災害もあり生活基盤や産業経済は、今なお回復の途上にある。
　被災者のこころのケアやコミュニティーの形成支援、なりわいの再生など、被災者や被災
地の実情を踏まえた支援に引き続き取り組むとともに、近年の災害の大規模化に鑑み、全県
的な安全・安心を確保し、被災者が一日も早く安心して暮らせるよう復興を推進されたい。
　いわて県民計画（2019～2028）に係る施策の推進にあたっては、本県が直面する様々な
課題の克服に向け、岩手の独自性を活かした施策の展開など、第２期岩手県ふるさと振興総
合戦略と一体的・総合的に取り組むとともに、女性や若者が活躍できる環境づくりを推進す
ることで、定住化の促進と岩手の新しい流れを生み出せるよう努められたい。
　また、計画の推進にあたっては、政策評価等に基づき、事業効果や効率性等を踏まえた施
策や事業の実施に努められたい。
　特に、国際リニアコライダーの実現については、国や関係機関等と連携し、引き続き全力
で取り組まれたい。
　一方で、本県の財政状況は、引き続き厳しい局面が続くものと見込まれる。
　今後の財政運営に当たっては、限られた財源の重点的かつ効果的な活用に努められたい。
　併せて、国に対し、復興・創生期間終了後における復旧・復興財源及び地方一般財源総額
の確保について、継続して要請されたい。
　また、予算の執行に当たっては、内部統制の推進と法令順守の徹底によるリスクマネジメ
ントの強化を図り、適正な事務処理の執行に留意されたい。
　さらに、新型コロナウイルス感染症については、県民の不安が拡大し経済的影響も大きい
状況であることから、感染防止対策と経済対策に国の支援を求めるとともに、県独自の必要
な支援策を講じるなど、その対策に万全を期されたい。

　予算特別委員会は、県の予算を総合的に検討し、予算審査の一体性を確保するため
に設置される委員会です。通常、翌年度の当初予算が提案される２月定例会で設置さ
れます。
　令和元年度は、令和２年３月４日から17日まで開催され、令和２年度一般会計予算
などの議案31件の審査が行われました。委員長には柳村一委員（希望いわて、滝沢選
挙区）、副委員長には吉田敬子委員（いわて新政会、盛岡選挙区）が互選されました。
　令和２年度一般会計予算の総額は、9,323億1,300万円余（対前年度比0.3％減）
です。東日本大震災津波、平成28年台風第10号災害および令和元年台風第19号災
害からの復旧・復興に係る事業を最優先で実施するほか、いわて県民計画（2019～
2028）のもと、県民の幸福度向上を図る10の政策を着実に推進するとともに、新し
い時代を切り拓くプロジェクトとして、ＩＬＣの誘致や、北上川バレー、三陸、北いわ
ての３つのゾーンに関する事業、Society5.0の実現に向け、５Ｇをはじめとした情報
通信技術の活用による地域課題解決のための事業などを実施するための予算として
編成したものです。
　初日および２日目の知事が出席する総括質疑のほか、部局ごとの審査が行われ、連
日活発な質疑が交わされました。
　審査の結果、予算特別委員会に付託された議案は全て可決されました。

予算特別委員会の様子

款別歳入予算の構成比
（令和2年度当初予算）

地方交付税
31.9%

土木費
17.4%

教育費
15.8%

商工費
13.1%民生費

10.6%

公債費
10.5%

諸支出金
9.7%

農林水産業費
7.7%

災害復旧費
5.4%

総務費
3.6%

国庫支出金
17.5%

諸収入
15.3%

県税
14.1%

県債
7.9%

地方消費税
清算金
6.1% その他

7.3%

その他
6.2%

歳入総額
9,323億

1,336万4千円
（100.0%）

目的別歳出予算の構成比
（令和2年度当初予算）

歳出総額
9,323億

1,336万4千円
（100.0%）

ＩＣＴを活用した授業の様子
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東日本大震災津波復興特別委員会の活動状況

　東日本大震災津波復興特別委員会は、平成 23 年９月に設置され、東日本大震災津波に係る復旧・復興等に関する調
査を行ってきました。現在の委員長は、髙橋はじめ委員（希望いわて、北上選挙区）、副委員長は、佐々木茂光委員（自
由民主党、陸前高田選挙区）です。
　ここでは、令和２年１月 17 日と３月 23 日に行われた委員会についてお知らせします。

　東北学院大学地域共生推進機構　特任教授の本間照雄氏を招き、
「災害公営住宅のコミュニティ形成における現状と課題」について
説明を受けた後、災害
公営住 宅の自治 会 運
営、支援員の配置、コ
ミュニティづくりなど
について、質疑が交わ
されました。

　執行部から「東日本大震災津波からの復興の取組状況について」
説明を受けました。その後、新型コロナウイルスの経済への影響な
ども踏まえ、被災事業
者のなりわいの再生に
向けた支援などについ
て、質疑が交わされま
した。

参考人招致 委員会令和２年１月 17 日実施 令和２年３月 23 日実施

①本会議場で議会に関する説明と質疑応答
②特別委員会室の見学
③記念撮影（希望される方）　※カメラはご持参ください。

お問い合わせ・お申し込み先／岩手県議会事務局 総務課　電話：019-629-6006（直通）

岩手県議会では、議場の見学を受け付けています。
議場見学では、議会事務局職員が、議会運営の概要や議場内の施設を説明し
ます。学校の社会見学、町内会の生涯学習行事などにぜひご活用ください。
※本会議開催日など見学できない日がありますので、事前にお問い合わせください。

１月に行われた岩手県議会議員
二戸選挙区再選挙の結果、
山下正勝議員が選出されました。

山
やま

下
した

 正
まさ

勝
かつ

 議員（無所属）
［二戸選挙区］
農林水産委員会
産業振興・雇用対策調査特別委員会

議場見学の流れ
（約 20 分。内容、時間は調整可能ですのでお問い合わせください。）

● 県議会に来てみませんか
　県議会の本会議や常任委員会、特別委員会などの会議は、
傍聴することができます。車いすの方や盲導犬同伴の方も傍
聴が可能です。傍聴の受付は、会議開始30分前から行います。

● テレビ広報　県議会ダイジェスト番組
　 「きょうの県議会」
　一般質問が行われた日に、質問の様子を３分程度にまとめ
た番組を、テレビ岩手、岩手めんこいテレビ、岩手朝日テレビ
で18時50分台に放送します（放送時間は変更になる場合が
あります）。● 一般質問に登壇する議員と質問項目

　各定例会で一般質問に登壇する議員と質問項目は、定例会
開会日の本会議終了後に県議会ホームページでお知らせして
います。トップページの定例会情報「一般質問通告」をクリック！

● インターネット中継
　県議会ホームページでは、本会議や予算・決算特別委員会
の模様をライブ中継しているほか、録画中継も行っています
ので、ぜひご覧ください。● 岩手県議会のフェイスブックもぜひ

　 ご利用ください
　岩手県議会では、県議会に関する情報を広く知っていた
だくため、岩手県議会Facebookページを開
設しております。トップページの「岩手県議会
facebook」をクリック！

● 請願の提出について
　請願の提出には、県議会議員の紹介（署名）が必要です。請
願を提出する方は、審査を希望する定例会の招集日までに会
派など（議員）に対して十分に説明を行い、議員の紹介を受け
た上で、請願審査が行われる常任委員会開催予定日の３日前
の正午までに県議会事務局に提出してください。
　なお、提出期限などの具体的な日時は、定例会ごとに会期
などと併せてホームページでお知らせします。

携帯電話・スマート
フォンからはこちら

県 議 会 か ら の お 知 ら せ

新議員の紹介 議場見学
の
案内
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